
　　

令和４年版　(令和３年労働災害のとりまとめ）

建設業における災害防止のポイント

■元方事業者・関係請負人それぞれ役割に応じたリスクアセスメントの実施の徹底

■墜落・転落災害防止対策の徹底

（足場に係る改正労働安全衛生規則の順守、足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要

綱の徹底、足場の設置が困難な屋根上及びスレート屋根上での作業における墜落防止対策の

徹底、 フルハーネス型墜落制止用器具（安全帯）の普及促進、脚立・はしごの適正な使用）

■「見える化」の積極的な取組による、労働者の安全意識の向上、安全活動の活性化の徹底

■建設資材等のトラック積込み、積卸し時における荷台からの墜落・転落災害防止の徹底

■熱中症予防対策の徹底及び軽症のうちの適切な救急対応

■解体・改修工事等における石綿ばく露防止対策の徹底

■工事現場における溶接溶断火花などを着火元としたウレタンフォーム等の可燃物による火災の防止

■交通事故災害の防止

■高年齢労働者が安全で安心して働くことのできる職場環境の整備

■職場における新型コロナウイルス感染症対策の継続と推進

　　　　 神奈川労働局労働基準部　　　　
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１　労働災害の推移
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図1 労働災害による死亡者数の年次別推移

図2 死傷者数の年次別推移

建設業

建設業の死傷者数は図2のとおり、長期的には減少傾向にある。平成30年は過去最少の727人となり、全産業に占める
比率も10.5％と過去最少を記録した。しかしながら平成31年・令和元年以降は全産業総数が増加に転じ、令和2年の建設
業における死傷者数は824人と大幅に増加したが、令和3年には814人となった。「新型コロナウイルス感染症」まん延の影
響で全産業における死傷者数が大幅に増加したため、建設業の死傷者数が全産業に占める比率は減少した。なお建設業

における「コロナ」感染による死傷者数は40人となっている。

全産業

%人

人

建設業の死亡者数は図１のとおり、昭和36年に165人を記録して以降、増減を繰り返しながらも長期的には減少傾向を
示し、平成28年には10人を下回り、平成29年は過去最少の6人となった。しかしその後は増加に転じ、令和3年には21人と
なり、全産業の中で建設業の比率は上がった。なお「新型コロナウイルス感染症」による死亡災害は発生していない。

％

%
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２　工事種別の災害発生状況

 

死亡者
44人
全産業

図2-2 令和３（２０２１）年 建設業･工事種別の死傷者数

図2-1令和３（２０２１）年 建設業･工事種別の死亡者数 （参考） 令和３（２０２１）年全産業･業種別の死亡者数

（参考） 令和３（２０２１）年 全産業･業種別の死傷者数

工事種別の死亡者数は、図2-1のとおり、建築工事業が11人(52％)で、土木工事業が6人(29％）、木造家屋建築
工事業が2人(9％)で、その他の建設業（設備工事業等）が2人(10％)であった。なお新型コロナウイルス感染症によ
る死亡災害は発生していない。工事種別の死傷者数は、図2-2のとおり、建築工事業（木造家屋建築工事業を除く）
が374人と最も多く建設業全体の46％を占め、次いで土木工事業の190人（23％）、その他の建設業146人（18％）、
木造家屋建築工事業が104人（13％）の順であった。この内訳の傾向は前年までとほぼ同じであった。
なお、参考に平成22年以降における工事種別の死亡者数推移は、図2-3のとおりであった。
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３　事業場規模別の災害発生状況

４　年齢階層別の災害発生状況

図3-2 令和３（2021）年 規模別の死傷者数図3-1 令和３（202１）年 規模別の死亡者数

事業場規模別の死亡者数は、図3-1のとおり、事業場規模1～9人だけで13人（62％）、30人未満の事業
場の合計で19人（90％）となった。
事業場規模別の死傷者数は、図3-2のとおり、1～9人の事業場が481人と最も多く建設業全体の59％を
占め、次いで事業場規模10～29人の228人（28％）、30～49人の50人（6％）の順であり、建設業の死傷
災害全体の93％が規模50人未満の事業場において発生している。

年齢階層別の死亡者数は、図4-1のとおり、50歳台が8人、60歳台以上が7人であった。新型コロナウイルス
感染症による死亡災害の発生はない。

年齢階層別の死傷者数は、図4-2のとおり、40歳台が186人と最も多く全体の23％であるが、20歳台が165
人（20％）、30歳台が139人（17％）、50歳台が135人（17％）となっており20歳未満（27人（3％））を除くと年齢
による差異はほとんどない。なお厚生労働省では、高年齢労働者の労働災害防止のため「高年齢労働者の

安全と健康確保のためのガイドライン」（通称「エイジフレンドリーガイドライン」）の普及を促進しているところ

である。

図4-1 令和３（２０２１）年 年齢階層別の死亡者数 図4-2 令和３（２０２１）年 年齢階層別の死傷者数
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況

図5-1 令和３（２０２１）年 経験年数別の死亡者数

経験年数別の死亡者数は、図5-1のとおりであり、経験年数に関わらず死亡災害が発生していることがわかる。

死傷者数は、図5-2のとおりであり、経験年数に関わらず死傷災害が発生していることがわかる。

また、図5-3のとおり、10年以上の労働者の死傷者数全体に占める割合はわずかながらも減少傾向を示している。

しかしながら建設労働者の高年齢化が進んでいることは周知の事実であり、高年齢労働者が安全、安心して働くこ

とができる「エイジフレンドリー職場」を目指す必要がある。

図5-2 令和３（２０２１）年 経験年数別の死傷者数

現場入場日数別の死亡災害発生状況は、図6-1のとおりである。交通事故や置き場作業における事故など、現場外で

発生した災害が多いことに注意を要する。

工事種別発生状況は、図6-2のとおりで、建築工事に関連する災害が最多の１１人となっており、土木工事に関連する

災害が6人と続いている。

図6-１令和３（２０２１）年 現場入場日数別死亡者数 図6-2 令和３（２０２１）年 工事種別現場入場日数別死亡者数
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図5－3 経験年数別の死傷者数推移
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別の死亡者数は、図7-1のとおりであった。そのうち「墜落、転落」による死亡者数は6人と最多である。し
かし、「崩壊、倒壊」「感電」「過重労働」「交通事故」など多岐にわたっているのが令和3年の特徴である。
事故の型別災害の死傷者は、図7-2のとおり、「墜落、転落」が258人（32％）と最も多く全体の3分の1弱を占めてい
る。次いで「はさまれ・巻き込まれ」83人（10％）、｢切れ・こすれ｣81人（10％）、「転倒」76人（9％）、｢飛来・落下｣71人
（9％）、｢動作の反動・無理な動作｣70人（9％）、、「激突され」31人（4％）、「激突」30人（4％）、「崩壊・倒壊」29人
（4％）、「交通事故」19人（2％）であった。「熱中症」による死亡災害は一昨年に続き令和3年も発生しなかった。
なお、建設業における足場からの墜落・転落防止措置を強化するため、平成27年5月20日付けで「足場からの墜
落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正され、さらに、平成27年7月1日に改正労働安全衛生規則が施行され
た。また、「安全帯の規格」に代わって「墜落制止用器具の規格」が新しく制定され、令和4年1月2日以降は新規格に
よる墜落制止用器具（フルハーネス型およびベルト型）の使用が求められることとなった。

図7-1 令和３（２０２１）年 事故型別の死亡者数 図7-2 令和３（２０２１）年 事故型別の死傷者数

図8-1 令和３（２０２１）年 起因物別の死亡者数 図8-2 令和３（２０２１）年 起因物別の死傷者数
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起因物別の死亡者数は、図8-1のとおりであった。
死傷者数においては、「墜落・転落」災害が多いことにより、起因物としても「仮設物、建築物、構築物等」が

最も多く、215人で全体の26％を占めていた。次いで「用具」136人（17％）、「材料」85人（10％）、「動力運搬機」
70人(9％)、「建設機械等」43人(5％)、「木材加工用機械」34人（4％）、「荷」32人（4％）、「環境等」29人（4％）、
「人力機械工具等」23人（3％）、「金属加工用機械」21人（3％）の順であった(図8-2）。なお、脚立、はしご、ロー
プ等は「用具」の分類に含まれる。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況

図9-1 木造家屋等建築工事における死傷者数推移 （平成15年～令和３年）

木造家屋等建築工事における死傷者数は、図9-2のとおり、事故の型別では、｢墜落・転落｣が49人と最も多く全
体の47％を占めており、2番目以降は、「切れ・こすれ」16人（15％）、｢転倒」9人（8％）「動作の反動・無理な動作」9
人（8％）、飛来・落下」8人（8％））であった。
起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」の死傷者数が43人と最も多く全体の41％を占めて
おり、２番目以降は、「材料」15人(14％)、「用具」14人（13％）、「木材加工用機械」7人(7％)、の順となった。

令和3年の木造家屋等建築工事における死亡者数は2人で、加工機械及びはしごが起因物であった。
死傷者数は、図9-1のとおり、長期的に減少傾向にあり、令和3年は2人減少し104人となった。
なお、木造家屋等建築工事における平成15年以降の死亡者42人について事故の型別の発生傾向を考察する
と、「墜落、転落」災害が30人であり死亡者全体の71.4％を占めている。
木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落・転落」災害を防止するには、現場における墜落・転

落防止対策の徹底が最も優先度が高いことから、建方作業時に先行して足場を設置する「足場先行工法」による

現場施工が重要である。(望ましい足場の設置基準、施工手順及び留意事項等が示された『足場先行工法に関す
るガイドライン』が平成18年2月に改正されている。） また、令和4年1月2日以降は新しい規格による墜落制止用
器具（安全帯）の使用が求められることとなり、特に、フルハーネス型の使用を進めることが肝要である。

図9-2 令和３（２０２１）年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和３（２０２１）年 起因物別の死傷者数
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10　公共工事等における災害発生状況

18年
19年
20年
21年
22年
23年
24年
25年
26年
27年
28年
29年
30年
元年

図10-１ 公共工事等における死亡者数・比率

令和３年の建設業における死亡者21人のうち、公共工事等で発生したのは、3人（14％）であった。

図10-2 令和３年 発注者別死亡者数

図10-3 公共工事等における事故型別の死傷者数

令和３年の公共工事等における死傷者は3人であり、建設業全体(21人）の14％を占めた。なお、公共工

事等における発注者別の内訳は、国が0人、地方公共団体（県および市区町村）2人、公団等1人であっ

た。さらに、工事種別の内訳は、土木工事業が3人、建築工事業が0人、その他の建設業が0人であった。
令和3年の公共工事等における死傷者57人について、事故の型別の内訳としては、「墜落、転落」が20人
（35％）と最も多く、次いで「激突され」8人（14％）、「はさまれ、巻き込まれ7人(12％)となった。
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

12　熱中症災害発生状況

過去5年間の月別死亡災害発生状況（5年間月別累計）は、図11-1のとおりであり、7月に多く発生している。

特に梅雨明けには猛暑となることが多いため、熱中症の予防に関し、注意が必要である。

図11-1 月別の死亡災害発生状況（平成29年～令和3年（過去５年）の月別累計）

図11-2 月別の死傷災害発生状況（平成29年～令和3年（過去５年）の月別累計）

過去５年間の月別死傷災害の発生状況（６年間月別累計)は、図11-2のとおりであり、６、7月に多く発生している。

5 5
6

2 2

6

8

6
7

4

6

4

0

2

4

6

8

10

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

人

286
330 330

273
295

365 384
343 348 343 347

259

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

人

図12 平成27年～令和３年 熱中症災害発生状況 （年別業種別死傷災害発生状況）
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過去７年間の建設業、建設業以外の全業種における死亡及び休業4日以上の熱中症の発生状況は、図12のとお

りである。令和３年は気温30度以上となるようないわゆる「酷暑日」が少なかったため発症者数は大幅に減少した。

熱中症による死亡災害については、26年に1人発生して以降、３年間発生していなかったが、30年は４人発生し、そ

の内1人は建設業において発生した。元年には建設業において作業終了後、帰宅途中において発病した死亡災害

が発生している。なお、令和2年以降、建設業において熱中症による死亡災害は発生していない。

厚生労働省では、熱中症予防の徹底を図ることを目的として、今年も令和４年5月1日から9月30日までの期間に

「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」を展開している（後に資料添付）。

人

熱中症を予防するために

①冷房を備えた休憩場所、日陰な

どの涼しい休憩場所を確保する。

②氷、冷たいおしぼりなどの身体を

適宜に冷やすことのできる物品や

設備を配置する。塩及び飲料水を

備える。

③暑さ指数（ＷＢＧＴ値）を活用す

る。（ＷＢＧＴ値：温度、湿度、輻射

熱の３つを取り入れた指標）

④日常の体調管理を徹底し、脱水

症状を起こす誘因になりかねない

作業前日の夜遅くまでの深酒を避

け、作業に備えた十分な睡眠を確

保する。

21
26
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

1

１月 建築工事業 はしご等

　自社の倉庫内で資材作成中、材料を取り出すために乗っていた
脚立から後ろ向きに落ち、頭を打ったもの。

【災害防止のポイント】
①　昇降及び作業中に不安定となりやすいので、できるだけ脚立
やはしごは使用せず、より安全な脚立足場や作業台等を使用する
こと。
②　検討の結果、脚立を使用することがやむを得ない場合には平
たんな場所に設置し、天板の上には立たないこと。また、必要に応
じてもう一人が脚立やはしごを支えること。
③　万一の墜落時に頭部を保護するため、墜落時保護用の保護
帽（ヘルメット）を着用すること。

１０人～２９人
１４時頃 墜落、転落７０歳～７４歳

2

１月 建築工事業 建築物、構築物 　家屋解体工事において、敷地境界線沿いのコンクリートブロック
塀を敷地内に倒すため、斫りハンマー（ガソリンエンジン式）で塀の
土台との境を横に斫る作業を行い、ほぼ終えたところで塀（長さ約
１５ｍ、重量約１．８トン）が敷地内に倒れ下敷きになったもの。

【災害防止のポイント】
①　工作物の倒壊による危険を防止するために、あらかじめ、工
作物の形状、き裂の有無、周囲の状況等を調査し、当該調査によ
り知り得たところに適応する作業計画を定め、かつ、当該作業計
画により作業を行うこと。
②　１の作業計画は、作業の方法及び順序、使用する機械等の種
類及び能力、控えの設置、立入禁止区域の設定その他の外壁の
倒壊による危険を防止するための方法を示したものとすること。
③　コンクリート等で作られた壁、塀等を解体もしくは破壊する場
合には、不意の倒壊を防止するための控え、やらず等を設けるこ
と。

※①、②の措置は高さが５ｍ以上の場合に労働安全衛生法の定
めにより必須となっていること。

１０人～２９人
１４時頃 崩壊、倒壊５０歳～５４歳

3

２月 土木工事業 建築物、構築物

　道路工事において、掘削土砂の処理プラントのホッパーが詰まっ
たため、ホッパー下端の土砂排出口と排出コンベヤーの隙間から
ホッパー内に入り、スコップ等で詰まりをかきだしていたところ、詰
まりが取れて崩れ落ちてきた土砂の下敷きになったもの。

【災害防止のポイント 】
①　作業のため土砂等が落下する危険があるときは、作業方法を
よく吟味し、当該危険を防止するための措置を講じること。
②　雇い入れあるいは作業内容の変更、新規入場時等において、
当該作業員に対し、機械等の危険性、取り扱いの方法、作業手順
に関すること等従事する業務についての必要な事項の教育を行う
こと。

１００人～２９９人

１５時頃 崩壊、倒壊２５歳～２９歳

令和３年における建設業の死亡災害の概要

－９－



事業場規模
事故の型 災害防止のポイント

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発生時刻 年齢

4

3月 建築工事業 その他

　ビル改修工事の元請に派遣されていた管理者が、現場内で計測
作業中に突然床に倒れこみ救急搬送され、翌日に死亡した。その
後の調査で、長時間労働による過重な業務に従事していたと認め
られた。

【災害防止のポイント 】
①　労働時間等の状況に応じて医師による面接指導を行うこと。
②　働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律
により改正された労働基準法、労働安全衛生方等の関係法令に
適切に対処すること。

～９人
７時頃 起因物なし４５歳～４９歳

　作業船（総トン数５トン未満）に測量士を乗せ海底を測量中、船底
が消波ブロックにぶつかり傾いたので最寄りの漁港に避難した。桟
橋に係留後、船長（船員に該当しない労働者）が船上で破損状況
を確認中、急速に沈み始め、約１０秒で沈没した際に、海中に吸い
込まれたもの。
　なお、被災者は救命胴衣を着用していた。

【災害防止のポイント 】
①　船上で作業を行う場合において、水中に転落することによりお
ぼれるおそれのあるときは、救命胴衣を着用させるほか、場合に
よって墜落制止用器具（安全帯）を使用させ、浮き輪などの救助用
具を備え付けるなど、救命のための必要な措置を講じること。
②　急激な浸水のおそれのあるときは、着岸させ、浸水の状況を
安全な場所で確認し、船揚場等において行うこと。

3０人～４９人
１０時頃 交通事故７０歳～７４歳

6

３月 建築工事業 その他

5

３月 土木工事業 その他の乗物

　ビル新築工事において２次下請の設備工事施工管理者が、現場
事務所内で椅子に座り事務作業中に突然床に倒れこみ救急搬送
され、翌日に死亡した。その後の調査で、長時間労働による過重
な業務に従事していたと認められた。

【災害防止のポイント 】
①　労働時間等の状況に応じて医師による面接指導を行うこと。
②　働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律
により改正された労働基準法、労働安全衛生方等の関係法令に
適切に対処すること。

１６時頃
～９人

起因物なし６０歳～６４歳

－１０－



６月 土木工事業 高所作業車
～９人

８時頃 感電４５歳～４９歳

9
およ
び
10

高所作業車 　高速道路料金所の表示板交換工事において、被災者はブーム
式高所作業車の作業床（バケット）に一人で乗り込み作業していた
ところ、料金所天井に背中を付け、胸がバケット上縁（手すり部分）
に押し上げられる形ではさまれている状態（胸部圧迫による窒息
状態）でいるのが発見された。

【災害防止のポイント 】
①　安全な作業計画の作成等を行うこと。あらかじめ、当該作用に
係る場所の状況、高所作業車の能力等に適応する作業計画を定
め、当該作業計画によって作業を行うこと。また、作業を行う時に
指揮者を定め、その者が作業の計画に基づき指揮を行うこと。
②　作業開始前の作業打合せ等を十分行うこと。また、その日の
作業を開始する前に、全員参加でその日の作業に関する打合せ
を行うとともに、実効ある KY 活動を行うこと。さらに、元方事業者
は、下請事業者に対して安全衛生教育などに指導、援助を行うこ
と。
③　高所作業車の操作レバーについては、作業服をひっかけるな
ど、不用意に接触することにより作動することのないようにカバー
等を設けること。

～９人
１０時頃

はさまれ、
巻き込まれ５０歳～５４歳

５５歳～５９歳

６月 土木工事業 高所作業車

　ゴルフ場のコース改修工事において、高所作業車（伸縮ブーム・
バスケット・トラック型）に２人が乗り込み、チェーンソーを使って樹
木を上から段階的に伐採していたところ、６６，０００ボルト送電線
にバスケットが接触し、2人とも感電し死亡したもの（１次下請の労
働者と2次下請の労働者）。

【災害防止のポイント 】
①　高所作業車で作業を行う場合には、あらかじめ、地形、障害物
等の状況に応じた作業範囲、操作方法などについて作業計画を
作成し、それに基づき行うこと。特に、送電線等危険区域がある場
合には、上昇時に通っ
た作業範囲を外れた移動は危険であり、作業床を上昇させた手順
を逆に追って旋回、下降などを行うこと。
②　高所作業車の作業範囲内に送電線等の危険区域がある場合
には、監視人を置き、その者の指示のもとに操作すること。
③　作業に当たってあらかじめ危険限界を把握し、作業者が明確
に視認できるようセーフティリボン等を設けること。

～９人
８時頃 感電

8

５月 建築工事業

建築工事業 丸のこ盤

7

　被災者は手持ち式丸のこ機械（手持ち式ディスクグラインダのア
タッチメントを外径１２５ミリメートルの石こうボード用丸のこに交換
したもの）を持って木造建築物の内壁を切除中、当該丸のこ機械
を落とした際に自身の太ももに切創を負い、出血多量となったも
の。
　なお、丸のこ接触予防カバーなし。

【災害防止のポイント 】
①　木材を切断する時は作業の状況、環境に適合した用具を選定
して行うこと。特に、用途の違う手持ち式グラインダを用途外使用
するようなことは厳に慎むこと。
②木材加工用の丸のこ盤には歯の接触予防装置が設けられてい
るものを使用すること。

～９人
１１時頃 切れ、こすれ

災害防止のポイント年齢

４月

７５歳～７９歳

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型

－１１－



13

　４階建て建築物の庇の交換等の工事で足場を組立中、高さ約２．８メー
トルの１層目抱き足場から高さ約４．８メートルのブラケット一則足場作業
床によじ登る途中でバランスを崩して墜落したもの。

【災害防止のポイント 】
①　踏面のある階段等、安全な昇降設備を設置し、これを使用させるこ
と。
②　足場の組立て等作業主任者に作業指揮させ、保護帽、墜落制止用
器具（安全帯）、昇降　設備の使用状況等を監視させること。

7月 建築工事業 足場
～９人

１３時頃 墜落、転落５５歳～５９歳

12

６月 土木工事業 水

 河川修繕工事において水深３．５メートルの川底から水深０．４メートルま
で岸に沿って捨石を積んでいた。被災者は捨石の上を歩いて、漂着した
ゴミを拾っていたところ、約１０分後に川の深いところで溺れているのを発
見された。

【災害防止のポイント 】
①　立ち入り禁止区域を明確に区画すること。また、河川の深い場所を確
認し、おぼれるおそれのある場所の周辺区域で作業するときは、立入区
域を設定する等当該危険を防止するための措置を講じ、ライフジャケット
の着用、そのほか救命に必要な設備を予め準備すること。
②　雇入れあるいは作業内容の変更、新規入場時等において、当該作業
員に対し、危険区域の存在、作業手順に関すること等従事する業務につ
いての必要な事項の教育を行うこと。

～９人
９時頃 おぼれ５５歳～５９歳

11

６月 建築工事業 玉掛用具
　６階建てビル新築工事において、屋上に設置した低床ジブクレーンで、
バスダクトを積んだパレット２枚（高低差のある２連吊りで合計約５００キロ
グラム）を楊重していた。高さ３０メートル付近で、バスダクト約３５０キログ
ラムを積んだパレットのナイロンスリングが２本ともクレーンのフックから
外れ、地上で別作業中の２次下請の被災者の上に落下したもの。

【災害防止のポイント 】
①　クレーンを使用した荷の積卸し作業で荷の落下等による危害のお
それがある場合には、周辺で作業を行っている者 自発的に作業を行う者
等を含む に危険区域への立ち入り禁止を指示し、作業中には立ち入り禁
止区域内やつり荷の下への立ち入りがないか監視を行い、できればバリ
ケード等によりその立ち入り禁止区域を明確にすること。
②　作業計画を定め関係者に周知徹底すること。特に建築工事現場で
は、複数の関連会社の作業員が混在して、あるいは共同して作業を行う
ことが多いので、毎日の作業計画について関係会社で十分に連絡調整を
行って定め、関係作業者に周知徹底すること。また、クレーン等を用いた
作業で一次、二次の下請業者等が共同して作業を行う場合には、作業全
体の指示系統、立ち入り禁止区域を含む作業計画を定め、必要な連絡調
整を行うこと。

～９人
１４時頃 飛来、落下５０歳～５４歳

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

－１２－
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８月 その他の建設業 はしご等

　戸建て住宅の２階のエアコンを取替える工事において、建屋２階
の外壁の配管作業のため、外壁に立てかけたはしごを登っていた
ところ、はしごが転位し、約５メートル下の段差のある隣家の敷地
内に墜落したもの。

【災害防止のポイント】
①　昇降及び作業中に不安定となりやすいので、できるだけ脚立
やはし　ごは使用せず、より安全な昇降階段等を使用すること。
②　検討の結果、はしごを使用することがやむを得ない場合には
平たんな場所に設置し、滑動防止のためにはしごを固定し、かつ
手足三点支持により昇降すること。また、はしご上部は上部支点
から６０センチメートル以上突き出し、さらに必要に応じてもう一人
が脚立やはしごを支えること。
③　万一の墜落時に頭部を保護するため、墜落時保護用の保護
帽（ヘルメット）を着用すること。

～９人
１４時頃 墜落、転落５０歳～５４歳

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

15

９月 建築工事業 作業板、歩み板

　体育施設の電球の取り換え作業を行うために、２次下請の被災
者が天井裏を移動していたところ、天井板が外れて約１５メートル
下に墜落したもの。

【災害防止のポイント 】
①　安全に移動することができる作業通路以外の通行禁止を徹底
すること。やむをえず、安全な作業通路から外れて通行する必要
があるときには、踏み抜き等による墜落の危険について、十分に
検討し、歩み板の設置等の必要な措置を講じたうえで行うこと。

～９人
１０時頃 墜落、転落３５歳～３９歳

16

９月 建築工事業 建築物、構築物
　ＲＣ２階造の建物解体工事現場において、被災者は建物１階内
部から解体用建設機械による解体個所にホースを向けて散水を
行っていた。被災者の直上の既存建物の2階部分の一部（推定１
３．６トン）が崩落し、下敷きとなったもの。※被災者は外国人研修
生である。

①　工作物の倒壊による危険を防止するために、あらかじめ、工
作物の形状、き裂の有無、周囲の状況等を調査し、当該調査によ
り知り得たところに適応する作業計画を定め、かつ、当該作業計
画により作業を行うこと。
②　①の作業計画は、作業の方法及び順序、使用する機械等の
種類及び能力、控えの設置、立入禁止区域の設定その他の外壁
の倒壊による危険を防止するための方法を示したものとすること。
③　コンクリート造の工作物の解体等作業主任者を選任し、その
者が作業の方法及び労働者の配置を決定し、直接作業を指揮す
ること。
④　作業者に外国人がいる場合には、日本語の習得状況に応じ、
作業計画の内容を誤解していないか確認するよう配慮すること。

～９人
１５時頃 崩壊、倒壊２５歳～２９歳

－１３－



17

９月 建築工事業 開口部

　鉄骨造６階建てビル新築工事において、３次下請の被災者は網
状の鋼製床材を枠に取り付ける作業を行っていた。取り付けた床
材の上を移動中、床材が未設置の開口部から約３．８ｍ下の１階
コンクリート製床に墜落したもの。

【 災害防止のポイント 】
①　手すり、中さん、幅木、防網（水平ネット）及び作業床未設置な
どの墜落防止措置が不十分な箇所を不安全状態のまま放置しな
いこと。
②　高所作業における墜落防止措置としてまず第一に、手すり、
中さん、幅木等により墜落防止措置が十分にされた作業床（足場
等）を設置すべきこと。作業の性質や必要上、墜落防止について
安全な作業床が設置できないときは、親綱等を設置し、墜落制止
用器具（安全帯）と頭部保護用の保護帽（ヘルメット）を使用させる
こと。

～９人
１３時頃 墜落、転落３０ 歳～３４歳

19

１１月 その他の建設業 電力設備

　発注者の工場内で試験電源回路の支持碍子を清掃していたとこ
ろ、製品の試験のための架電が始まり３万５００ボルトに感電し、
約２か月後に死亡した。

【災害防止のポイント】
①　清掃中に誤って通電することがないように電路開閉器にロック
アウト措置を講じ、「清掃中につき通電禁止」の表示を行うなどの
措置を講じること。
②　電路周辺に立ち入り者がいないことを確認した後に通電する
こと。

１０人～２９人
１４時頃 感電６５歳～６９歳

18

１０月 土木工事業 トラック 　ガス工事後の道路復旧工事において、傾斜８度の坂道でセーフ
ティローダーダンプ（荷台が後方にスライドし後端が接地する車
載・土砂兼用ダンプ）にドラグショベルの自走積み直後、無人の同
ダンプが坂道を逸走し、３７メートル先のフェンスを突き破って道路
下に落ち横転した。
　１次下請の被災者は逸走を止めようとしてフェンスと同ダンプと
の間にはさまれたもの。

【災害防止のポイント 】
①　積込み等の際は車両は平坦な安定した場所に停車すること。
また、運転席から離れる際には、エンジンを停止して、サイドブ
レーキを十分に引くとともに、ギヤを入れ、輪留めをタイヤに設置
する等の逸走防止措置を講じること。また、ハンドルは壁や縁石
がある方向に切っておくことも有効であること。
②　建設機械などの積卸しを行う場合は、平坦で堅固な場所で行
うともに、道板のかけ渡し角度は１５度以下とすること。
※「１５度以下」とすることを建設業労働災害防止協会では推奨し
ています。

～９人
１２時頃 交通事故６０歳～６４歳

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

－１４－



21

12月 木造家屋建築工事 はしご

はしごを使用して２階への昇降中に誤って墜落したもの。

【災害防止のポイント】
①　昇降及び作業中に不安定となりやすいので、できるだけ脚立
やはし　ごは使用せず、より安全な昇降階段等を使用すること。
②　検討の結果、はしごを使用することがやむを得ない場合には
平たんな場所に設置し、滑動防止のためにはしごを固定し、かつ
手足三点支持により昇降すること。また、はしご上部は２階床から
６０センチメートル以上突き出し、さらに必要に応じてもう一人が脚
立やはしごを支えること。
③　万一の墜落時に頭部を保護するため、墜落時保護用の保護
帽（ヘルメット）を着用すること。

～9人
16時頃 墜落、転落６５歳～６９歳

20

１１月 建築工事業 地山、岩石

　鉄骨造９階建て商業ビル新築工事において、２次下請の被災者
は、掘削深さ２メートル強の根切り床で、土留めの横矢板壁の寸
法をしゃがんだ姿勢で測定中、背後の地山（基礎工のため地上か
ら車両系建設機械で掘り下げ途中の掘削面）が突然崩れ、胸まで
土砂に埋もれたもの。

【災害防止のポイント】
①　車両系建設機械による掘削作業中に、当該作業場所及びそ
の周囲で別の作業は行わせないこと。

１０人～２９人
１４時頃 崩壊、倒壊５０歳～５４歳

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

－１５－
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署　　　名 管轄区域 郵便番号 住　　　　　　　所 電話番号

横浜南労働基準監督署
横浜市（中区、南区、磯子
区、港南区、金沢区）

231-0003
横浜市中区北仲通5-57
横浜第2合同庁舎9階

安全衛生課

045-211-7375
代表 211-7374

鶴見労働基準監督署
横浜市（鶴見区(扇島（川
崎南管轄)を除く）)

230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央2-6-18
安全衛生課
045-279-5486
代表 501-4968

川崎南労働基準監督署
川崎市（川崎区、幸区）、
横浜市鶴見区扇島

210-0012 川崎市川崎区宮前町8-2
安全衛生課
044-244-1273
代表 244-1271

川崎北労働基準監督署
川崎市（中原区、宮前区、
高津区、多摩区、麻生区）

213-0001 川崎市高津区溝口1-21-9
安全衛生課

044-382-3191
代表 382-3190

横須賀労働基準監督署
横須賀市、三浦市、逗子
市、葉山町

238-0005
横須賀市新港町1－8
横須賀地方合同庁舎5階

代表
046-823-0858

横浜北労働基準監督署
横浜市（西区、神奈川区、港
北区、緑区、青葉区、都筑
区）

222-0033
横浜市港北区新横浜2-4-1
日本生命新横浜ビル3･4階

安全衛生課

045-474-1252
代表 474-1251

平塚労働基準監督署
平塚市、伊勢原市、秦野
市、大磯町、二宮町

254-0041
平塚市浅間町10-22
平塚地方合同庁舎3階

代表
0463-43-8615

藤沢労働基準監督署
藤沢市、茅ヶ崎市、鎌倉
市、寒川町

251-0054
藤沢市朝日町5-12
藤沢労働総合庁舎3階

安全衛生課
0466-97-6748
代表23-6753

小田原労働基準監督署
小田原市、南足柄市、足柄
上郡、足柄下郡

250-0011
小田原市栄町1-1-15
ミナカ小田原９階

代表
0465-22-7151

厚木労働基準監督署
厚木市、海老名市、大和
市、座間市、綾瀬市、愛甲
郡

243-0018
厚木市中町3－2－6
厚木Ｔビル5Ｆ

安全衛生課
046-401-1960
代表 401-1641

相模原労働基準監督署
相模原市
（旧 津久井郡を含む）

252-0236
相模原市中央区富士見6-10-10
相模原地方合同庁舎4階

安全衛生課

042-861-8631
代表752-2051

横浜西労働基準監督署
横浜市（戸塚区、栄区、泉
区、旭区、瀬谷区、保土ヶ谷
区）

240-8612
横浜市保土ヶ谷区岩井町1-7
保土ヶ谷駅ビル4階

安全衛生課
045-287-0274
代表332-9311

労働基準監督署一覧

神奈川労働局労働基準部 安全課
〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57 横浜第2合同庁舎

電話045（211）7352 FAX045（211）0048

働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、一人の被災者も

出さないという基本理念の下、働く方々の一人一人がより良い将来の展望を持ち得るような社会とし

ていくためには、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断の努力が必要である。

また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き方を選択

する社会への移行が進んでいく中で、従来からある単線型のキャリアパスを前提とした働き方だけで

なく、正規・非正規といった雇用形態の違いにかかわらず、副業・兼業、個人請負といった働き方にお

いても、安全や健康が確保されなければならない。

さらに就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者、障害者で

ある労働者の安全と健康の確保を当然のこととして受け入れていく社会を実現しなければならない。

労働災害防止計画が目指す社会



建設業「見える化」の推進

「見える化」とは職場にひそむ危険などを目に見える形にして、
効果的に災害防止を推進する取組です。「見える化」することによ
り、労働者の安全意識が高まり、安全活動の活性化の効果が期待で
きます。


